
1 

 

 資料 3-1  

VOC 排出インベントリにおける排出量の分類と検討の優先順位(案) 

 

1. 背景・目的 
我が国における VOC 排出抑制対策は、法規制と自主的取組の適切な組み合わせ（ベストミック

ス）により、平成 22 年度までに基準年（平成 12 年度）より 3 割削減を目指す方針が示され、大気汚染

防止法に基づく排出抑制対策が講じられることとなった。 

そのうち自主的取組については効果の検証が必要であるため、VOC 排出インベントリの継続的な

作成が必要とされ、平成 18 年度から継続的に作成されてきた。 

このVOC排出インベントリは、発生源品目別にデータを収集・加工して作成されているが、VOC排

出量は複数の区分ごとに再集計された結果が併せて示されている。VOC 排出インベントリ作成の大

きな目的は｢排出抑制対策の進捗状況の把握｣という共通のものであるが、VOC 排出量の区分ごと

に表 1 に示す形で使い分けが可能となっている。 

 

表 1 ＶＯＣ排出インベントリにおける排出量区分とその主な利用目的 

排出量区分 項目例 主な利用目的 

① 
発生源品目別 

排出量 

塗料 

工業用洗浄剤 

 製品出荷量等のデータにより、使用・排出形態

ごとの VOC 排出量を網羅的に把握する。 

② 業種別排出量 
化学工業 

金属製品製造業 

 VOC 排出量削減に向けた自主的取組の主体を

把握し、取組の進捗状況を評価する。 

③ 
法令取扱分類別

排出量 

規制施設 

すそ切り以下施設 

 規制／自主取組等の別に VOC 排出量削減の

進捗状況の目安を把握し、今後の対策の参考と

する。 

④ 
都道府県別 

排出量 

北海道 

青森県 

 都道府県による排出の特徴（業種構成の違いな

ど）を把握し、自治体による削減指導等の参考と

する。 

⑤ 物質別排出量 

トルエン 

工業ガソリン 4 号 

（ミネラルスピリット） 

 大気環境中のオキシダント/SPM 生成シミュレー

ションの入力値として使用し、VOC 排出量削減

効果の予測・検証等を行う。 
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2. VOC排出量の分類 
 

VOC 排出インベントリにおける VOC 排出量は、排出量区分ごとに表 2 に示す方法で推計され

ている。その推計方法のイメージを図 1 に示す。 

 

表 2 VOC 排出インベントリにおける排出量区分とその推計方法の概要 

排出量区分 推計方法の概要 

① 
発生源品目別

排出量 

発生源品目排出量の推計 

 製品種類ごとの全国出荷量や成分含有率、排出係数を使い、または業界

団体による自主行動計画の引用等によって発生源品目別排出量を求める。 

 成分含有率や自主行動計画等のデータは、通常物質別に整理されて

いることから、この時点で、物質別排出量が得られていることが多い。 

 発生源品目により「需要分野」等で細分化されているケースがあるが、

業種としては不十分である。 

② 業種別排出量 

業種別排出量への配分 

 需要分野と業種との対応関係を仮定し、又はその他の配分指標（PRTR デ

ータ等）を使い、発生源品目別排出量から業種別排出量を求める。 

 多くの発生源品目は単一の業種（又は少数の業種）に対応しており、そ

の場合は、配分指標を用いることなく、業種別排出量が求まる。 

③ 
法令取扱分類

別排出量 

法令取扱分類別排出量への配分 

 発生源品目別・業種別の規制施設への該当状況、業界団体・事業者への

アンケート結果による配分指標を用いて、発生源品目別・業種別排出量か

ら法令取扱分類別排出量を求める。（平成 19 年度調査） 

 発生源品目全体で法令取扱分類別排出量が推計される場合がある。 

④ 
都道府県別排

出量 

都道府県別排出量への配分 

 各種配分指標（PRTR データ、事業所・企業統計等）を用いて、業種別排出

量から都道府県別排出量を求める。（平成 20 年度調査） 

⑤ 物質別排出量 

物質別排出量への配分 

 文献等他の情報を用いて物質別排出量を求める。 

 多くの場合、発生源品目別排出量の推計に用いている成分含有率や

自主行動計画が物質別に整理されているため、その物質別のデータが

得られていない場合に限り、物質別排出量への配分を実施する。 

 

また、このような方法で推計された排出量区分ごとの VOC 排出量の例を表 3～表 7に示す。これ

らの VOC 排出量は、基本的に平成 12 年度（基準年）に加え、平成 17～19 年度の値として推計され

ているが、法令取扱分類別排出量だけは平成 19 年度事業の中で平成 12 年度分と平成 18 年度分

のみ推計された。 
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注1： VOC 排出量推計のデータの流れを簡単に記したものであり、実際には、ここに記した以外のデータや方法を用いているケースがある。 
注2： 推計パターンについては資料 3-2 を参照。 
注3： 法令取扱分類別排出量は平成 19 年度調査で推計を実施したが、平成 20 年度調査では対象としなかった。   

 図 1 VOC 排出インベントリにおける排出量推計のデータフロー（イメージ） 

全国出荷量や排出量等の情報源 

 

⑤物質別排出量 

推計パターン B 
化学製品メーカー業界団体等 

 

推計パターン A 
最終製品メーカー業界団体提供 

又は本調査のアンケートによる 

出荷量・含有率・排出率 
自主行動計画 

報告排出量・捕捉率 

③法令取扱分類別排出量 

PRTR データ、産業連関表等 
各種配分指標による業種別配分 

アンケート等による配分指標に 
よる法令取扱分類別配分 

④都道府県別排出量 

②業種別排出量 通常、自主行動計画、業界団
体等より入手する段階で物質
別データとなっている。 
一部、文献値等により物質別
配分を実施している。 

PRTR データ、事業所統計等 
各種配分指標による都道府県別配分 

推計パターン D 
その他 

 
他品目の排出量 

他品目との排出量の比 

推計パターン C 
PRTR 

 
届出排出量 

届出外排出量 

①発生源品目別排出量 
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表 3 排出量区分ごとの VOC 排出量（平成 19 年度分）の例 

（その１：発生源品目別排出量） 

小分類

コード 
発生源品目 

VOC 排出量 

（t/年） 

311 塗料 ３６８，４２２ 

201 燃料（蒸発ガス） １６２，１０４ 

342 その他（不明分を含む） １０３，８１８ 

312 印刷インキ ７６，３０４ 

315 ラミネート用接着剤 ６６，７９１ 

331 工業用洗浄剤 ４７，５６２ 

314 粘着剤・剥離剤 ４３，９４２ 

334 製造機器類洗浄用シンナー ４０，５１４ 

313 接着剤 ４０，１５２ 

321 反応溶剤・抽出溶剤等 ３７，７１１ 

332 ドライクリーニング溶剤 ３５，８０１ 

102 食料品等（発酵） ３２，３７９ 

412 化学品原料 ２９，０３９ 

- （上記以外の発生源品目） ６９，０３８ 

合   計 １，１５３，５７７ 

 

表 4 排出量区分ごとの VOC 排出量（平成 19 年度分）の例 

（その２：業種別排出量） 

業種 

コード 
業種名 

VOC 排出量 

（t/年） 

30 輸送用機械器具製造業 １３３，４５５ 

06 総合工事業 １３２，７１０ 

19 プラスチック製品製造業 １１５，５０９ 

32 その他の小売業 １１２，７３９ 

98 特定できない業種 １１２，２９８ 

16 印刷・同関連産業 ７９，３５７ 

17 化学工業 ７４，３８０ 

25 金属製品製造業 ５４，９５４ 

18 石油製品・石炭製品製造業 ４９，７８６ 

82 洗濯・理容・美容・浴場業 ３５，８４２ 

10 飲料・たばこ・飼料製造業 ２６，９３２ 

86 自動車整備業 ２５，６４６ 

26 一般機械器具製造業 ２４，５５２ 

- （上記以外の業種；家庭を含む） １７５，４１７ 

合   計 １，１５３，５７７ 
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表 5 排出量区分ごとの VOC 排出量（平成 18 年度分）の例 

（その３：法令取扱分類別排出量） 

法令取扱分類 
VOC 排出量 

（t/年） 

① 規制施設 ２２４，５７０ 

② すそ切り以下施設 １４９，７７４ 

③ 対象外施設 ３３２，６９８ 

④ 屋外等 ３１２，５１２ 

 （不明） １５０，５９６ 

合   計 １，１７０，１５０ 

 

表 6 排出量区分ごとの VOC 排出量（平成 19 年度分）の例 

（その４：都道府県別排出量） 

都道府県 

コード 
都道府県名 

VOC 排出量 

（t/年） 

23 愛知県 ７５，３３３ 

13 東京都 ６８，９２４ 

22 静岡県 ６２，４８４ 

11 埼玉県 ６０，０２１ 

14 神奈川県 ５８，００３ 

27 大阪府 ４８，５９６ 

12 千葉県 ４７，３３８ 

- （上記以外の都道府県） ７３２，８７８ 

合   計 １，１５３，５７７ 

 

表 7 排出量区分ごとの VOC 排出量（平成 19 年度分）の例 

（その５：物質別排出量） 

物質 

コード 
物質名 

VOC 排出量 

（t/年） 

1100 その他（炭化水素系） １６１，５８６ 

1001 トルエン １５１，１８５ 

4001 酢酸エチル １２５，７６０ 

99100 特定できない物質 １２４，０６３ 

1002 キシレン １１３，５１２ 

11100 分類できない石油系混合溶剤 １０３，８８８ 

2001 メチルアルコール ３４，０２４ 

10005 工業ガソリン５号（クリーニングソルベント） ３３，３７５ 

2002 エチルアルコール ３２，８３５ 

2003 イソプロピルアルコール ３１，７８０ 

3002 メチルエチルケトン ２９，９８４ 

1003 エチルベンゼン ２６，９４５ 

4002 酢酸ブチル ２２，５１７ 

8001 ジクロロメタン ２１，３７６ 

- （上記以外の物質） １４０，７４７ 

合   計 １，１５３，５７７ 
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3. 中間評価をするための検討の優先順位 
以上のとおり、VOC 排出インベントリにおける VOC 排出量は、複数の異なった切り口で把握する

ことが可能である。このような VOC 排出インベントリの中間評価をするためには、検討のための優先

順位を設定することが必要と考えられる。 

表 1 に示すとおり、排出量区分によって主な利用目的が異なっているものの、排出量区分ごとの

推計方法等も勘案し、ここでは以下のような優先順位を設定して中間評価を行うこととしたい。 

 

表 8 中間評価のための検討の優先順位とその考え方 

優先度 
該当する 

排出量区分 
優先順位の考え方 

優先度が高い 

↑ 

 

↓ 

優先度が低い 

Ⅰ 発生源品目別排出量 

 VOC 排出インベントリは発生源品目ごとの

積み上げで作成しているため、我が国の

VOC 排出量の｢総量｣に関係している。 

 排出量推計の基礎となる単位であり、この

信頼性が他のすべての排出量区分の信頼

性に影響する。 

Ⅱ 業種別排出量 

 主体別の取組状況との関係を最も明確に

示す数量である。 

 これに基づいて他の排出量区分の値が推

計される場合が少なくない。 

Ⅲ 

法令取扱分類別排出量 

都道府県別排出量 

物質別排出量 

 主体別の取組状況との関係は、他の排出

量区分との組み合わせで把握される場合

が多く、単独での活用は一般的でない。 

 他の排出量区分の値を推計するための基

礎となる値ではない。 

 

 


